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令和８年度長崎県スタートアップ共創促進事業費補助金 

（長崎県スタートアップトライアル補助金） 

～よくあるお問い合わせ～ 
 

令和８年８月作成 

 

 

Ａ１ 申請できません。１事業者あたり１申請となります。 

 

 

 

Ａ２ 本社が県外であっても、県内に主たる事務所※、事業所※を置く法人等で

あれば対象となります。県内の事務所、事業所が担当となって、申請してく

ださい。 

 

 

 

Ａ３ 対象となりません。 

個人事業とは、自然人である 1人の人間を主体とした事業形態を指して

おり事業と人格が一体のため、長崎県内の市町に住民登録している必要

があります。居住地が県外の場合は、対象外となります。 

 

 

 

Ａ４ 対象となりません。 

本補助金では、法人として事業活動を行うスタートアップを地場企業との

連携対象としています。そのため、個人事業主として活動しているスタート

アップとの連携は、本補助事業の対象となりません。 

  

Ｑ１ 複数の事業所（店舗、事務所、支店等）を運営しているが、事業所

単位で申請できるか 

Ｑ２ 本社が県外であっても、補助金の対象となるのか 

※商業・法人登記簿、登記事項証明書、定款、規約などに記載している法

人住所又は支店等、事業活動拠点として確認できる場所等を指します。 

Ｑ３ 県外在住の個人事業主であっても、県内に事務所、事業所があれ

ば、対象となるのか 

Ｑ４ 連携するスタートアップが個人事業主であっても、対象となるの

か 
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Ａ５ 本補助金は、事業完了後の支払いとなります。 

 

 

 

Ａ６ 対象となりません。 

県に補助金交付申請書を提出し、交付決定通知を受けた後に着手（契

約、発注等）した事業が対象となります。 

 

 

 

Ａ７ 同一の補助対象事業について、国・県・市町が実施する他の補助金と併

用して交付を受けることはできません。 

 

 

 

 

 

Ａ８ できません。 

同一事業者が「補助事業者」と「製品・サービス等の提供を行うスタートア

ップ」の両方の立場を兼ねることは認めていません。 

 

 

 

 

Ａ９ 補助要件を満たしている場合は申請いただくことが可能ですが、本補助

金は特定のスタートアップや地場企業に補助金が集中することを想定して

いません。 

このため、原則として、補助額は補助事業者 1者あたり上限 200万円

とするとともに、スタートアップ１社の製品・サービスに対して、補助事業者

に交付される補助額の合計についても上限 200万円程度を想定していま

す。 

  

Ｑ８ 同一事業者が、補助事業者として申請するとともに、他の補助事

業者にサービスを提供する側のスタートアップとして参加するこ

とはできるか 

Ｑ９ 複数の地場企業が同一のスタートアップのサービスを導入する場

合、すべて補助対象となるか 

Ｑ７ 国・県・市町等の補助金と併用できるか 

Ｑ５ 事業の着手前に補助金を受け取れないのか 

Ｑ６ 既に事業着手しているが対象となるか 
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Ａ10 本補助金は、スタートアップではなく、スタートアップと取引を行う 

県内地場企業等が、申請し、補助金の交付を受ける仕組みです。 

Ｑ10 補助金の仕組みについて教えてほしい 

      
     

       

                     

         

        

   

  
      

                                      
                  

                                 
                                   
                 

   
  


